
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する
物価高騰対策支援

社会福祉施設等原油価格等物価高
騰対策事業補助金

①障がい福祉事業、介護保険事業及び児童養護等を行う事業者は、物価高騰による支出増分を利用料に
反映し値上げすることができず、安定的な福祉サービスの提供に大きな影響を及ぼしている。物価高騰分
の一部を補助することにより、安定的なサービスの提供及び運営継続ができる。
②負担金補助及び交付金：56,679千円
③飯田市の規定により補助する。
　・対象期間：令和７年７月から令和７年12月分の６カ月分
　・基準単価（６カ月分）
　　ア　入所・居住・多機能型施設：120千円/施設
　　イ　通所系施設：60千円/施設
　　ウ　訪問系施設：20千円/施設
　・加算単価（６カ月分）
　　ア　入所・居住・多機能型施設：7千円/定員１人
　　イ　通所系施設：2千円/定員１人に加えガソリン代20千円
　　ウ　ガソリン代20千円
　◆小計
　　ア　120千円×78施設＋7千円×2,371人＝25,957千円
　　イ　 60千円×173施設＋2千円×5,021人＋20千円×173施設＝23,882千円
　　ウ　 20千円×171施設+20千円×171施設＝6,840千円
④・障がい福祉施設・介護保険施設・児童福祉施設
　 ・保育園・福祉有償運送の事業者]

R7.7 R7.12

2

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

子育て世帯生活支援特別給付金（ひ
とり親世帯分）

①物価高が続く中で低所得のひとり親世帯の支援を行うことで、経済的負担を軽減する
②交付金：11,620千円、役務費：271千円、需用費：160千円、年職人件費：703千円
③給付額10千円×支給対象児童数（見込）1,162人、通知郵送料：186千円、振込手数料：85千
円、消耗品費：100千円、印刷製本費：60千円、年職人件費：703千円（2人分）
④児童扶養手当受給者及び児童扶養手当受給水準となったひとり親

R7.4 R7.9

3

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

副食費物価高騰対策支援事業

①物価高騰による賄材料費の増額分の一部を保育施設へ補助することで、徴収実費への価
格転嫁が抑制され保護者の負担軽減となる。
②補助金：19,740千円
③補助額上限　700円/月・1人×支給対象見込2,350人×12カ月
④市内民間保育施設等

R7.4 R8.3

4
⑦中小企業等に対
するエネルギー価格
高騰対策支援

中小企業等省エネ・創エネ機器導入
促進事業

①エネルギー価格の高騰に直面する市内の中小企業等に対し、省エネ効果の高い設備への
更新や太陽光発電設備等の導入を促進し、事業活動に係るエネルギーコストを削減する
②市内事業者に対する補助金および事務費
③補助金：62,100千円、委託料：6,000千円、消耗品費130千円、印刷製本費50千円、通信運搬
費20千円
④長野県内に本社又は本店の機能を有し、かつ、飯田市の区域内に所在する事業所、施設等
において事業活動を行っている中小企業等

R7.6 R8.3

5
⑦中小企業等に対
するエネルギー価格
高騰対策支援

中小企業等エネルギーコスト削減計
画策定支援事業

①原油やエネルギー価格等の物価高騰等の影響を受けている市内の事業者向けに、エネル
ギー使用状況等を可視化するためのシステム導入を支援することで、エネルギー使用量の低
減及び脱炭素経営の推進につなげる
②委託料：2,200千円、消耗品費：50千円
③システム提供事業者に対する支援業務委託料　一式　2,200千円、消耗品費　50千円
④市域内に事務所、事業所等を有する中小企業規模の事業者

R7.5 R8.3

6
⑧地域公共交通・物
流や地域観光業等
に対する支援

飯田市貨物運送事業者等燃料価格
高騰対策支援事業

①燃料価格高騰により影響を受ける中小貨物運送事業者の事業継続支援
②補助金：30,750千円、役務費：30千円
③一般貨物自動車900台×30千円、軽貨物自動車250台×15千円、郵送料30千円
　※北陸信越運輸局登録台数
④市内に本社又は事業所を置き、許可を受けて運送事業を営む事業者

R7.5 R7.6

7

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

学校給食物価高騰対策支援事業補
助金

①物価高騰等に直面する保護者に追加的な負担を生じさせないために、物価高騰分の給食費
を市が補助し、従来通りの栄養バランスや量を保った給食提供を行うため、学校給食会計に対
して補助金を交付する
②高騰した分の食材購入費（教職員は除く）
③補助金額（児童・生徒分のみ）
　丸山共同調理場　　　249,417食×60円＝14,965,020円
　矢高共同調理場　　　656,184食×60円＝39,371,040円
　竜峡共同調理場　　　314,180食×60円＝18,850,800円
　南信濃給食センター　 12,114食×60円＝   726,840円
　上郷小学校給食室　 115,899食×60円＝ 6,953,940円
　高陵中学校給食室　  93,162食×60円＝ 5,589,720円
④児童・生徒の保護者

R7.4 R8.3

令和７年度　第１回　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画


